
１)埼玉県 企画財政部 地域政策課

ふるさと納税の体験型返礼品を活用した地域振興について

取組みのねらい

①交流人口が増えふるさと納税者が地域の関心を持

ち、それをきっかけに移住・定住への人口にならな

ないか。

②福袋の体験型商品からヒントを得て、ふるさと納

税返礼品の「モノ」から「体験型」へ。

③市町村の広域的連携をはかり、市町村間競争から

県の主導により体験型返礼品のコースは市町村との

共同開発。

平成30年1月下旬に企画案を立ち上げ、3回の検討会

議を経て、10月初旬にモデル周遊コース(3コース)を

発表。

市町村単独での企画もあったが、2～3市町を繋げる

という意識でストーリー性を持ったアイデアで県が

コースを設定。県内63市町村のうち48団体が参加。

地元にあるものを、いかに思い出に残る特別な体験

にするか検討。

体験型返礼品の金額はふるさと納税額の3割を限度と

した。同じコースの市町村であれば、どの市町村に

寄付しても同じ返礼品が届く方式。

〈モデルコース事例〉

・天空のカフェ＆シャインマスカットで里山を満喫

・秋のヘルシーコラボ

・畑から蔵へ大豆の旅

今後の検討はこの企画に参加希望の市町村は県南が

多いため、県全体としての取組みにしていきたい。

現地集合・現地解散のため、移動には自動車に限ら

れてしまうので、希望者がどのように増えるか不安

もある。

山田みやこの活動報告

会派視察で埼玉県と富山県へ行ってきました

平成30年11月6日,7日(火,水)



全国初の返礼品の「モノ」から「コト」への取組み

に期待する。栃木県においては特産物の「モノ」に

限られているが、体験型の取組みも検討すべきと考

える。

２)富山県高岡市 市長政策部 総合交通課

市民協働型の地域交通システムについて

高岡市は東西南北に5路線の鉄道が通っている交通結

接地点。駅周辺に人口が集中し、路線バスがつなぎ

役となっている。

しかし人口減少もあり、バス路線も減りつつある。

行政としては廃止はしたくない。そこで交通不便地

地図を作成し思案した。そこで公共交通だけでは、

十分な輸送サービスが確保できない地域において、

国の制度を活用し地域住民でNPO法人を設立。地域

バス交通事業を立ち上げた。

運行する地域バスの車両は高岡市が貸与。250世帯で

1世帯 3000円/月 負担するが運賃は無料。

地域負担は75万円、市補助額は300万円、運行ルート

は3路線で3年に1回見直す。

もうひとつ、1つの自治会がタクシー事業者と契約に

よるチャーター運行する地域タクシー。運行ルート

は病院など経由し、駅までの3ルート。

運賃は利用料金のうち1回350円を自治会が負担する。

1年間の自治会負担は92,500円、市補助は37,000円。

生活交通手段として、地域住民の交通の確保と福祉

の向上を目的として、市民協働型の地域交通システ

ムを作った。市の補助額は第3セクター等、全て含め

て1年間で1億円という。公共交通のあり方は非常に

困難かつ重要である。そのため市長政策部 総合交通

課としても事前に担当が新設された。

本県においてはLRT事業が進みつつあるが、地域交

通ということからすると、高額なLRTに集中し、他

の公共交通がさらに不便になってしまう懸念が払拭

できない。




